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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期
第３四半期
累計期間

第18期
第３四半期
累計期間

第17期

会計期間
自平成26年７月１日
至平成27年３月31日

自平成27年７月１日
至平成28年３月31日

自平成26年７月１日
至平成27年６月30日

売上高 （千円） 5,401,646 6,035,839 7,371,478

経常利益 （千円） 356,885 408,833 439,085

四半期（当期）純利益 （千円） 211,826 261,985 116,311

持分法を適用した場合の投資損失

（△）
（千円） － △18,169 －

資本金 （千円） 381,530 381,530 381,530

発行済株式総数 （株） 10,550,400 10,550,400 10,550,400

純資産額 （千円） 1,663,974 1,620,488 1,568,458

総資産額 （千円） 3,494,626 3,669,763 3,296,443

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 20.88 26.18 11.48

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 20.61 25.81 11.32

１株当たり配当額 （円） － － 7.50

自己資本比率 （％） 47.6 44.1 47.6

 

回次
第17期
第３四半期
会計期間

第18期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.89 2.98

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第17期第３四半期累計期間において、持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記

載しておりません。また第17期において、当社が保有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準か

ら重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

 

２【事業の内容】

　 　　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係

会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策、日本銀行の金融緩和策等の効果により設備投資

に持ち直しの動きがみられ、企業収益は総じて回復傾向となりました。国内景気は緩やかな回復基調が続いている

一方で、個人消費は、物価上昇率低下に伴う実施所得の下げ止まりや消費者マインドの改善もあり、持ち直しの動

きが続いていましたが、名目賃金の伸び悩みなどから個人消費の回復は緩慢な動きとなり、依然として先行きが不

透明な状況となっております。

　当外食業界におきましては、緩やかな景気回復に伴い、高価格帯商品にシフトする消費者志向の変化が見られた

ものの、全般的には消費者の節約志向が依然として高く、また、中食業界の拡大、新規参入が容易であること等に

よる競争の激化等により、厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中、当社は関東圏を中心とした当社ブランドの更なる認知度向上を企図し、神奈川県にいしが

まやハンバーグ業態１店舗、埼玉県にKICHIRI業態１店舗と新規出店を進めると共に、多様化する消費者のニーズ

に対応するため、付加価値の高い料理の開発や、新たな業態の構築にも尽力しております。

　また、プラットフォームシェアリング事業については、「EATALY事業への参画」により多様性を備えた事業に成

長しております。平成28年３月22日にはiPadを活用したSaaS型POSシステム「ユビレジ」の開発・提供を行う株式

会社ユビレジとの業務提携により外食企業向けの更なるプラットフォーム強化を図っており、今後につきまして

も、あらゆる可能性を模索しながら、事業の拡大に努めたいと考えています。

　以上の結果、当第３四半期累計期間における売上高は、6,035百万円(前期比11.7％増)、営業利益407百万円(前

期比11.1％増)、経常利益408百万円(前期比14.6％増)、四半期純利益261百万円(前期比23.7％増)となりました。

　なお、第１四半期会計期間より、従来の「プラットフォーム事業」は「プラットフォームシェアリング事業」に

セグメント名称を変更しております。セグメント名称変更によるセグメント情報に与える影響はありません。ま

た、当社はセグメント情報の記載を省略しているため、セグメント業績の記載を省略しております。

 

（２）財政状態に関する定性的情報

（資産）

　当第３四半期会計期間末における資産合計は3,669百万円となり、前事業年度末と比較して373百万円増加してお

ります。

　流動資産合計は1,428百万円となり、前事業年度末と比較して360百万円増加しております。増加の主な要因は、

新規出店に備え資金調達を行ったことによる現金及び預金の増加282百万円及び売掛金の増加30百万円があったこ

と等によるものであります。

　固定資産合計は2,241百万円となり、前事業年度末と比較して12百万円増加しております。増加の主な要因は、

新規出店に伴う差入保証金の増加45百万円、投資有価証券の取得29百万円があった一方で、減価償却費212百万円

の計上により有形固定資産が38百万円減少したこと等によるものであります。

（負債）

　当第３四半期会計期末における負債合計は2,049百万円となり、前事業年度末と比較して321百万円増加しており

ます。

　流動負債合計は1,030百万円となり、前事業年度末と比較して46百万円増加しております。増加の主な要因は、

課税所得の増加により未払法人税等が22百万円増加したこと及び支給対象期間との対応関係により当第３四半期会

計期間末には賞与引当金15百万円が計上されること等によるものであります。

　固定負債合計は1,019百万円となり、前事業年度末と比較して275百万円増加しております。増加の主な要因は、

新規借入れによる長期借入金の増加355百万円があったこと等によるものであります。
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（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産合計は1,620百万円となり、前事業年度末と比較して52百万円増加して

おります。これは、配当金の支払い75百万円による減少及び自己株式の取得134百万円があったものの、四半期純

利益261百万円の計上に伴う利益剰余金の増加があったことによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,600,000

計 33,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,550,400 10,550,400
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 10,550,400 10,550,400 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成28年１月１日～

 平成28年３月31日
－ 10,550,400 － 381,530 － 341,475

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　562,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　9,986,400 99,864 －

単元未満株式 普通株式　　　　1,300 － －

発行済株式総数 10,550,400 － －

総株主の議決権 － 99,864 －

 

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社きちり
大阪市中央区安土町

２－３－１３
562,700 － 562,700 5.3

計 － 562,700 － 562,700 5.3

（注）平成28年２月５日開催の当社取締役会の決議に基づき、自己株式を取得した結果、当第３四半期会計期間末時点

で　　　の当社保有自己株式数（すべて自己名義保有）は637,296株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年１月１日から平成28

年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年７月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

　３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　資産基準 　　　　 0.6％

　売上高基準 　　  0.2％

　利益基準　　 　　0.3％

　利益剰余金基準　△0.3％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年６月30日)
当第３四半期会計期間
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 624,294 907,161

売掛金 112,567 143,247

原材料及び貯蔵品 52,216 49,634

その他 280,524 330,181

貸倒引当金 △2,017 △2,017

流動資産合計 1,067,585 1,428,208

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,132,133 1,065,585

その他（純額） 176,499 204,544

有形固定資産合計 1,308,633 1,270,130

無形固定資産 3,932 3,223

投資その他の資産   

投資有価証券 － 29,750

関係会社株式 158,026 158,026

差入保証金 660,511 706,302

その他 98,419 74,814

貸倒引当金 △665 △692

投資その他の資産合計 916,292 968,201

固定資産合計 2,228,857 2,241,554

資産合計 3,296,443 3,669,763

負債の部   

流動負債   

買掛金 182,717 187,302

1年内返済予定の長期借入金 175,806 177,390

未払法人税等 55,205 78,194

賞与引当金 － 15,617

その他 570,435 571,714

流動負債合計 984,163 1,030,219

固定負債   

長期借入金 418,766 773,918

資産除去債務 19,930 20,035

その他 305,124 225,102

固定負債合計 743,821 1,019,055

負債合計 1,727,985 2,049,274

純資産の部   

株主資本   

資本金 381,530 381,530

資本剰余金 341,475 341,475

利益剰余金 919,990 1,106,130

自己株式 △74,996 △209,107

株主資本合計 1,567,999 1,620,029

新株予約権 459 459

純資産合計 1,568,458 1,620,488

負債純資産合計 3,296,443 3,669,763
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成27年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 5,401,646 6,035,839

売上原価 1,371,422 1,567,692

売上総利益 4,030,223 4,468,147

販売費及び一般管理費 3,663,573 4,060,693

営業利益 366,649 407,454

営業外収益   

受取利息 11 9

協賛金収入 3,634 3,012

受取補償金 229 2,504

その他 1,140 1,907

営業外収益合計 5,016 7,433

営業外費用   

支払利息 3,447 2,429

支払手数料 2,133 1,941

契約解約損 4,816 －

その他 4,382 1,683

営業外費用合計 14,780 6,054

経常利益 356,885 408,833

特別損失   

固定資産撤去費用 7,400 －

特別損失合計 7,400 －

税引前四半期純利益 349,485 408,833

法人税、住民税及び事業税 109,290 129,612

法人税等調整額 28,368 17,235

法人税等合計 137,659 146,848

四半期純利益 211,826 261,985
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【注記事項】

（追加情報）

賞与引当金の計上基準

　従業員の賞与の支払いに備えて、賞与支払予定額のうち当第３四半期累計期間に属する支給対象期間に見合う金

額を「賞与引当金」として計上しております。

　なお、事業年度末においては、支給対象期間に対応する賞与は、事業年度末までに支給されることとなっている

ため、賞与引当金は発生いたしません。

 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」 （平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率

等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の32.3％から平成28年７月１日に開始する事業年度及び平成29年７月１日に開始する事業年度に解消

が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年７月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差

異については30.6％となります。

この税率変更による当社業績への影響は、軽微であります。

 

（四半期貸借対照表関係）

　保証債務

　一部の賃貸物件の保証金について当社、貸主及び金融機関との間で代預託契約を結んでおります。当該契約に基

づき、金融機関は貸主に対して保証金相当額を預託しており、当社は貸主が金融機関に対して負う当該預託金の返

還債務を保証しております。

前事業年度
（平成27年６月30日）

当第３四半期会計期間
（平成28年３月31日）

347,382千円 347,382千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日）

減価償却費 233,511千円 214,007千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成26年９月26日

 　定時株主総会
普通株式 101,852 10.00 平成26年６月30日 平成26年９月29日 利益剰余金

 

　２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後と

　　　なるもの

　　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成27年９月25日

 　定時株主総会
普通株式 75,844 7.50 平成27年６月30日 平成27年９月28日 利益剰余金

 

　２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後と

　　　なるもの

　　　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（平成27年６月30日）
当第３四半期会計期間
（平成28年３月31日）

 関連会社に対する投資の金額 136,000千円 136,000千円

持分法適用した場合の投資の金額 　　　　　　　　　　136,000 　　　　　　　　　　117,830

 

 
前第３四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成27年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成28年３月31日）

持分法適用した場合の投資損失（△）の金額 　　　　　　　　　　　　　－ △18,169千円

 

（セグメント情報等）

　　　　　　Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成27年３月31日）

　当社は「飲食事業」「通販事業」及び「プラットフォーム事業」を行っております。当社の報告セグメン

トは「飲食事業」のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略し

ております。

 

　　　　　　Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成28年３月31日）

　当社は「飲食事業」「通販事業」及び「プラットフォームシェアリング事業」を行っております。当社の

報告セグメントは「飲食事業」のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セグメント情報の

記載を省略しております。

　なお、第１四半期会計期間より、従来の「プラットフォーム事業」は「プラットフォームシェアリング

事業」にセグメント名称を変更しております。セグメント名称変更によるセグメント情報に与える影響はあ

りません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成27年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成28年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 20円88銭 26円18銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 211,826 261,985

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 211,826 261,985

普通株式の期中平均株式数（株） 10,143,102 10,005,933

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 20円61銭 25円81銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 133,008 143,895

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

――――― ―――――

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年５月13日

株式会社きちり

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 廣田　壽俊　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 笹山　直孝　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社きちり

の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第18期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年１月１日から平成28年

３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年７月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きちりの平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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